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国を防衛するということは、

脅威となる要素又はなりそう

な紛争仮定に対して講ずる様々

な措置からはじまる。単に今

注目をあびている対北朝鮮へ

の有事法制関連の整備及び防

衛体制の見直し又は強化にと

どまってはならない。

近隣諸国だけではなく、他の

諸外国から観ても日本の「自

衛隊」というのはりっぱな軍

隊であり、「国軍」と言わね

ばならない。また、自衛のみ

に適用するという建前もあま

り説得力がない。自前の核兵

器を持っていないということ

を除けば、その他の武器や装

備は自衛にも攻撃にも使える。

「撃たれてから撃つ、攻撃さ

れてから反撃する」という実

務的な規則を守っても実際の

戦闘では敵を倒すまで又相手

が降伏するまで並びに自分が

戦えなく迄戦うのである。ま

た、軍隊がある以上、最終的

には祖国のために命を捧げる

覚悟で戦う使命感を持っても

らわねばならない。

こうした前提に基づいて有事

関連法を考え、国民の財産と

生命を守るという強いメッセー

ジがなければ国民の不安も解

消しないし、日本を敵視する

また緊張関係にある国々も甘

く見る。

ある「脅威」に対して必ずし

も軍の増強が必要だとは限ら

ないが、軍に相当するものが

存在する以上、有事法制の整

備は絶対条件であり、それら

の脅威に対応するためにも又

その脅威が攻撃にかわった時

はスムーズに対応できるよう

に、関係する要素やアクター

を整備することは当たり前で

ある。仮に軍隊というものを

廃止して国境警備隊のような

ものを設立した場合も同様で

ある（コスタリカの例）。日

本はこうした常識を怠ってき

たのである。

ただ、国の防衛を考えるとき

に、単に軍事面を強調し過ぎ

ると軍事大国である中国とロ

シアをはじめ周辺諸国全体の

軍事競争を助長してしまう恐
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